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令和元年度２月補正予算案の概要 

Ⅰ 予算編成方針 

 １ 創造的復興による新たな広島県づくり ４，５４４百万円 

 ２ 「欲張りなライフスタイル」の実現 ３，７５１百万円 

 ３ その他 ２，１６４百万円 

  ○ 国の令和元年度補正予算を活用し，令和２年度当初予算と一体的に，創造的 

   復興による新たな広島県づくりや「欲張りなライフスタイル」の実現に向けた 

   取組などを実施 

  ○ 事業執行見込み等を踏まえた予算整理  

Ⅱ 予算案のポイント 

   

Ⅲ 事業の内容 

 １  創造的復興による新たな広島県づくり 

 平成30年７月豪雨による災害に伴い，国の令和元年度補正予算も活用し，引き続き，

災害復旧・復興事業等に最優先で取り組む。 

事業費 4,544百万円 

 ① 未来に挑戦する産業基盤の創生 5百万円 

    ○ 中小企業への支援                     
     
     地域の経済・雇用の早期回復を図るため，グループを形成し復興事業計画 
    の認定を受けた被災中小企業に対して，施設・設備の復旧に要する経費を一 
    部助成 

5百万円 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 
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 ② 将来に向けた強靭なインフラの創生 4,539百万円 

 ○ ７月豪雨災害対応（被災地域等） 

    被災した河川の改良復旧や山地災害対策を実施 

1,613百万円 

 ○ 防災・減災対策（公共事業） 

    災害から県民の生命・財産を守るため，多発する集中豪雨や地震など，
いつどこで発生するかわからない災害に備えるため，防災・減災対策を
加速化 

2,926百万円 

 
  【内訳】 

   《土木建築局関係》 
    〔補助公共事業〕   

    ・ 道路事業（災害に強い道路ネットワークの構築） 
      箇所：（主）吉田豊栄線（向原吉田道路）（安芸高田市）ほか  

    ・ 河川事業（流下能力向上のための河道掘削等） 
      箇所：賀茂川（竹原市）ほか 

    ・ 砂防事業（土砂災害防止のための砂防堰堤の整備等） 
      箇所：二河川支川21（熊野町）ほか 

    ・ 海岸事業（高潮・津波に対する海岸保全のための護岸の整備等） 
      箇所：広島港海岸（坂町） 

 
 

3,494百万円 
2,110百万円 

 

     〔国直轄事業負担金〕  

    ・ 河川事業（洪水被害防止のための護岸の整備等） 
      箇所：太田川（広島市）ほか 

        ・ 砂防事業（土石流による被害防止のための砂防堰堤の整備等） 
      箇所：広島西部山系・安芸南部山系（広島市，呉市ほか） 

    ・ 海岸事業（高潮・津波に対する海岸保全のための護岸・堤防の整備等） 
      箇所：広島港海岸 中央西・中央東地区（広島市） 

 

1,384百万円 

   《農林水産局関係》 
     〔補助公共事業〕  

    ・ 農業農村整備事業（ため池の浸水想定区域図の作成等） 
      箇所：県内一円 

1,045百万円 

流下込の数値 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 
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 ２ 「欲張りなライフスタイル」の実現 事業費 3,751百万円 

 ② ゆとりの創出 332百万円 

 ● 担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立 

  ○ 国際競争力を高めるための農林水産業の経営体質強化                     
     
    「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく取組を支援 
   ・県産材の安定的・効率的な供給体制の構築に必要な，間伐材              
       生産，路網整備への支援 
   ・収益性の高い畜産経営体の確立に必要な施設整備への支援   など  

296百万円 

 ● 持続可能な医療・介護提供体制の構築 

  ○ 災害時医療体制の構築                     
     
    災害時に被災地内の傷病者の受入及び搬出等を行う災害拠点病院

の機能強化のため，ＤＭＡＴ車輌の整備に要する経費を補助     

2百万円 

  ○ 障害福祉サービス事業所等への支援             

    障害福祉サービス事業所等における生産性向上や介護業務の負担軽
減等の職場環境の改善を進めるため，デジタル技術導入に要する経費
を補助              

34百万円 

※「デジタルトランスフォーメーションの推進」関連事業 

 ③ 欲張りなライフスタイルを支える環境づくり 329百万円 

 ●  建物の耐震化等 

  ○  社会福祉施設・設備の整備                     
     
    社会福祉施設の安全対策等の促進のため，非常用自家発電設備や

給水設備などの整備に要する経費を補助 

329百万円 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

 ① 希望をかなえるための後押し 3, 090百万円 

 ● 社会で活躍する人材の育成   

  ○ 校内通信ネットワークの整備             

    ＩＣＴを活用した効果的な教育を実現するため，県立中学校，高等学校
及び特別支援学校におけるネットワーク環境を整備              

3,090百万円 

※「デジタルトランスフォーメーションの推進」関連事業 
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  ○ 社会資本の整備推進 

    「社会資本未来プラン」等に基づき，令和２年度当初予算と一体的で，
切れ目ない社会インフラ等の整備を推進 

 
2,012百万円 

 【内訳】   
  《土木建築局関係》 
    〔補助公共事業〕  

    ・ 道路事業（持続可能なまちづくりを支える社会資本整備の推進） 
      箇所：（国）375号 引宇根（三次市）ほか 

    ・ 港湾事業（集客・交流機能の強化に資する港湾施設の整備） 
      箇所：厳島港 宮島口地区（廿日市市）ほか 

 
1,329百万円 

889百万円 

    〔国直轄事業負担金〕   

    ・ 道路事業（県土の広域的なネットワークの根幹をなす道路の整備） 
      箇所：（国）２号福山道路（福山市）ほか 

 
440百万円 

  《農林水産局関係》 
    〔補助公共事業〕  

    ・ 農業農村整備事業（産地形成のための農地整備等） 
      箇所：鍋石地区（安芸高田市）ほか 

    ・ 造林事業（間伐等による森林整備） 
      箇所：三次地方森林組合管内（三次市）ほか 

683百万円 

  ○ 県営林事業費特別会計                   
     

    県土の保全やその他の森林の持つ公益的機能の維持発揮及び 
   木材の安定供給を図るため，間伐や作業道の開設等を実施       
                           〔県営林事業費特別会計〕 

152百万円 

 ３ その他 事業費 2,164百万円 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 
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４ 国の補正関連以外の主なもの 

【一般会計】 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

（単位：百万円）

増
減
の
大
き
い
主
な
事
業

総
務
局

地方消費税清算金
　地方消費税収入見込額の増に伴う清算金支出の増
○　当初見込 61,438百万円→決算見込 62,347百万円

909

軽油引取税指定市交付
金

地方消費税交付金
　地方消費税の清算後収入見込額の減に伴う市町交付金の減
○　当初見込 52,644百万円→決算見込 51,107百万円

▲ 1,537

▲ 380

利子割交付金
  県民税利子割収入見込額の減に伴う市町交付金の減
○　当初見込 918百万円→決算見込 449百万円

▲ 469

区
分

局
名

事　業　名 補　　正　　内　　容
補正予算額

株式等譲渡所得割交付
金

　株式等譲渡所得割収入見込額の減に伴う市町交付金の減
○　当初見込 1,681百万円→決算見込 979百万円

▲ 702

1,681

918

現計予算額

  軽油引取税収入見込額の減に伴う指定市交付金の減
○　当初見込 6,197百万円→決算見込 5,457百万円

▲ 740

6,197

61,438

52,644

地
域
政
策
局

広島県議会議員一般選
挙費

　無投票選挙区の発生による市町の執行経費実績の減に伴う交付
金等の減
○　当初見込 834百万円→決算見込 527百万円

▲ 307

834

公債費（利子）

　市場金利の低下により令和元年発行の県債利子が見込みを下
回ったことなどによる減
○　市場公募10年債の調達利率
　　 当初見込 1.50％→実績 0.09％（平均）

▲ 3,104

19,459

1,274

環
境
県
民
局

私学振興補助金
　高等学校等就学支援金の対象者数が見込みを下回ったことなど
による減
〇　当初見込 18,281人→決算見込 18,006人 ～ ▲275人

▲ 678

22,326

災害廃棄物処理事業
　坂町からの事務受託による災害廃棄物処理業務について，災害
廃棄物の処理量が見込みを下回ったことなどによる減
○　当初見込 1,274百万円→決算見込 894百万円
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※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

（単位：百万円）

　後期高齢者医療給付費が見込みを下回ったことによる減
○　１人当たり医療給付費：1,035,318円→991,564円～▲43,754円
○　対象者見込：393,884人→392,615人～▲1,269人

後期高齢者医療県負担
金

40,301

33,986

商
工
労
働
局

企業立地促進対策事業
　企業立地促進助成金等が見込みを下回ったことによる減
○　助成額等：6,5１4百万円→4,037百万円
○　助成件数：80件→54件～▲26件

▲ 2,477

6,534

預託制度運用費
（基本融資・労働支援融
資）

　
　融資実績に伴う預託額の減
○　預託額：40,301百万円→33,474百万円 ▲ 6,827

1,568

国民健康保険高額医療
費負担金

　高額医療費が見込みを上回ったことによる県負担金の増
○　当初見込 1,491百万円→決算見込 1,780百万円

289

1,491

災害応急救助費

　平成30年７月豪雨災害に係る救助費用が見込みを下回ったことに
よる減
○　応急仮設住宅に係る経費
　　 当初見込 1,024百万円→決算見込 226百万円～▲798百万円
○　市町が行う応急救助
　　 当初見込 437百万円→決算見込 143百万円～▲294百万円
○　県営住宅等入居者用生活品調達費用
　　 当初見込 13百万円→決算見込 1百万円～▲12百万円

　災害発生時の経費負担に備えるため，災害救助基金を再度積立
○　積立額
　　 当初見込 75百万円→決算見込240百万円～＋165百万円

▲ 936

保育所等施設型給付費
等県費負担金

　保育無償化の導入にあたって必要となる市町の事務費が見込みを
下回ったことによる市町への交付金等の減
○　当初見込 1,485百万円→決算見込 722百万円

▲ 763

13,253

現計予算額

増
減
の
大
き
い
主
な
事
業

健
康
福
祉
局

区
分

局
名

事　業　名 補　　正　　内　　容
補正予算額

▲ 1,429

当初予算時点
融資枠（A)

実績見込
融資枠（B)

（B）-（A）

一般貸付 74,399 65,226 ▲ 9,173

政策貸付 51,152 40,257 ▲ 10,895

合計 125,551 105,483 ▲ 20,068

令和元年度県費預託融資枠
区分

【参考】県費預託融資枠の当初予算時点と融資実績見込額との比較 　 （単位：百万円）
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【特別会計】 

【企業会計】 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

（単位：百万円）

補正予算額

現計予算額

▲ 319

4,371

▲ 3,108

279,425

9,955

244,258

▲ 323

1,146

▲ 215

5,041

県 営 住 宅 事 業 費 特 別 会 計 　建替及び改修工事の入札残に伴う建設事業費の減等

国 民 健 康 保 険 事 業 費 特 別 会 計
　医療費の見込増による市町への保険給付費等交付金の増及び前
年度に概算交付された国費等の精算に伴う償還金の増等

中 小 企 業 支 援 資 金 特 別 会 計
　高度化資金貸付金に係る貸付先からの償還時期が変更されたこ
とによる国への元利償還金の減等

証 紙 等 特 別 会 計
　自動車税及び自動車取得税収入見込の減等による一般会計への
繰出金の減

公 債 管 理 特 別 会 計

　市場金利の低下により令和元年発行の県債利子が見込みを下
回ったことなどによる減
○　市場公募10年債の調達利率
　　 当初見込 1.50％→実績 0.09％（平均）

事　業　名 補　　正　　内　　容

（単位：百万円）

補正予算額

現計予算額

429

29,860

▲ 708

5,894

192

7,120

▲ 1,629

17,398

178

14,570
流 域 下 水 道 事 業 会 計 　資産の除却に伴う特別損失の増等

工 業 用 水 道 事 業 会 計 　水道施設の強靭化対策事業の事業費の減等

土 地 造 成 事 業 会 計 　土地売却に伴う売却原価の増等

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 　水道施設の強靭化対策事業の事業費の減等

事　業　名 補　　正　　内　　容

病 院 事 業 会 計 　医療の高度化等に伴う材料費の増等



（単位：百万円，％）

2月補正額

計 国補正関連 国補正関連以外 対現計予算比 対前年同期比

Ａ Ｂ（a+b） a b Ｃ（Ａ＋Ｂ） Ｃ/Ａ

補 助 事 業 62,842 1,907 4,727 ▲ 2,821 64,749 103.0 79.3

直 轄 事 業 15,704 451 1,824 ▲ 1,373 16,155 102.9 102.3

計 78,546 2,358 6,551 ▲ 4,193 80,904 103.0 83.1

31,115 ▲ 12 0 ▲ 12 31,102 100.0 81.4

56,661 ▲ 18,609 0 ▲ 18,609 38,052 67.2 56.2

166,321 ▲ 16,263 6,551 ▲ 22,814 150,058 90.2 73.8
別

計

特

会
1,761 ▲ 173 0 ▲ 173 1,587 90.2 111.6

168,082 ▲ 16,436 6,551 ▲ 22,987 151,646 90.2 72.9

一
般
会
計

合 計

累計額
区 分

現計予算額

公

共

県 営 住 宅 事 業 費

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

合 計

3 ▲12.4％3 ▲12.8％3333

（単位：百万円，％）

国補正関連 国補正関連以外 対現計予算比 対前年同期比

Ａ Ｂ（a+b） a b Ｃ（A＋Ｂ） Ｃ/Ａ

1,070,801 ▲ 48,883 10,307 ▲ 59,190 1,021,918 95.4 92.4

668,573 ▲ 28,530 3,756 ▲ 32,286 640,042 95.7 95.6

235,907 ▲ 4,090 0 ▲ 4,090 231,818 98.3 99.7

166,321 ▲ 16,263 6,551 ▲ 22,814 150,058 90.2 73.8

549,535 6,115 152 5,963 555,650 101.1 90.9

74,844 ▲ 1,538 0 ▲ 1,538 73,305 97.9 109.6

1,695,180 ▲ 44,306 10,459 ▲ 54,765 1,650,873 97.4 92.6

一 般 会 計

現計予算額

合 計

企 業 会 計

職 員 給 与

公 共 事 業

累計額
2月補正額

計区 分

一 般 事 業

特 別 会 計
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Ⅳ 補正予算の規模 

  １ 会計別の状況 

 ２ 公共事業の状況 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

 ○ 一般会計                87,600百万円 

 ≪主な事業≫ 

  ・過年発生災害土木施設復旧費  22,845百万円 

  ・道路改良費（補助）           9,503百万円 

  ・過年発生災害農業施設復旧費   4,640百万円 

  ・河川改修費                        4,470百万円 

 ○ 特別会計                         541百万円 

    ・県営林事業費特別会計           152百万円 

  ・港湾特別整備事業費特別会計      389百万円 

[９月補正及び12月補正分との累計 95,574百万円] 
（累計額の対前年度比▲70,205百万円，▲42.3％） 

 ３ 繰越明許費                計 88,141百万円 

     令和元年度の事業のうち，執行上やむを得ない事由により，適切な工期の確保が 

   困難な事業について繰越明許費を計上。 

[12月補正分との累計 1,191百万円] 
（累計額の対前年度比▲890百万円，▲42.8％） 

1/24 時点 



（単位：百万円，％）

区　　　　　　分 現計予算額 ２月補正額 累　計　額 構成比 区　　　　　　分

県 税 328,483 ▲ 2,544 325,939 31.9

地 方 消 費 税 清 算 金 105,001 ▲ 3,020 101,981 10.0

地 方 譲 与 税 51,931 ▲ 2,569 49,362 4.8

地 方 特 例 交 付 金 3,432 18 3,450 0.3

地 方 交 付 税 163,710 4,245 167,955 16.4

歳 交通安全対策特別交付金 600 0 600 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 6,322 24 6,346 0.6

使 用 料 及 び 手 数 料 10,728 ▲ 58 10,670 1.1

国 庫 支 出 金 144,797 ▲ 23,208 121,589 11.9

財 産 収 入 4,842 3,038 7,881 0.8

寄 附 金 33 96 129 0.0

入 繰 入 金 39,508 ▲ 8,942 30,566 3.0

繰 越 金 4,522 0 4,522 0.4

諸 収 入 59,411 ▲ 8,192 51,219 5.0

県 債 147,482 ▲ 7,772 139,709 13.7

合　　　　計 1,070,801 ▲ 48,883 1,021,918 100.0

議 会 費 2,063 ▲ 23 2,040 0.2

総 務 費 60,796 ▲ 4,750 56,045 5.5

民 生 費 130,134 ▲ 3,956 126,177 12.3

衛 生 費 81,612 ▲ 4,207 77,405 7.6

歳 労 働 費 3,379 ▲ 481 2,898 0.3

農 林 水 産 業 費 29,285 1,479 30,764 3.0

商 工 費 55,799 ▲ 9,015 46,783 4.6

土 木 費 110,012 229 110,241 10.8

警 察 費 63,565 ▲ 827 62,738 6.1

教 育 費 197,857 ▲ 2,622 195,235 19.1

出 災 害 復 旧 費 56,661 ▲ 18,609 38,052 3.7

公 債 費 151,014 ▲ 3,112 147,902 14.5

諸 支 出 金 128,226 ▲ 2,989 125,237 12.3

予 備 費 400 0 400 0.0

合　　　　計 1,070,801 ▲ 48,883 1,021,918 100.0

Ⅴ 一般会計の状況（款別内訳） 
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※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 
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【参考】 

  平成30年７月豪雨災害に伴う被災者支援，災害復旧・復興事業等 

創造的復興による新たな広島県づくり 
４ つ の 柱  

Ｈ 3 0 年 度 
最終予算額 

Ｈ 3 1 年 度 
当初予算額 

累 計 

安心を共に支え合う暮らしの創生 ２６億円 ２２億円 ４８億円 

未来に挑戦する産業基盤の創生 ５０４億円 １６２億円 ６６６億円 

将来に向けた強靭なインフラの創生 １，１２０億円 ８２４億円 １，９４４億円 

７月豪雨災害対応（被災地域等） １，０７９億円 ５５５億円 １，６３４億円 

防災・減災対策 ４１億円 ２６９億円 ３１０億円 

新たな防災対策を支える人の創生 0億円 １億円 １億円 

その他（応急対策等） ５４億円 １５億円 ６９億円 

一般会計 計 １，７０５億円 １，０２４億円 ２，７２９億円 

 特別会計 計 ８２億円 －億円 ８２億円 

 公営企業会計 計 ８１億円 ５１億円 １３２億円 

 合  計 １，８６８億円 １，０７４億円 ２，９４３億円 

 （１）創造的復興による新たな広島県づくり  

                         累計額 361,684百万円 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

（単位：百万円）

1,787 335 2,181 ▲ 550 323 4,076

3,622 37,278 16,345 ▲ 6,010 18,486 69,720

37,281 60,043 87,902 ▲ 9,512 84,588 260,300

35,804 59,219 59,758 ▲ 9,812 55,529 200,499

1,477 823 28,144 299 29,059 59,802

29 0 132 ▲ 7 519 673

4,780 0 1,484 ▲ 1,105 258 5,417

47,500 97,655 108,042 ▲ 17,185 104,174 340,186

7,325 562 0 0 0 7,887

3,239 3,098 5,062 ▲ 2,614 4,825 13,611

58,063 101,316 113,105 ▲ 19,798 108,998 361,684

  ※　「一般会計　計」及び「合計」は，「環境保全基金」及び「広島県平成30年７月豪雨災害復興基金」への積立を除く実質事業費。

  ※　流域下水道事業費は，Ｒ元年度から地方公営企業法の全部適用としたため，Ｈ30年度は特別会計に計上している。

R元年度
2月補正
予算額

累計額
R2年度

当初予算額

特別会計　計

公営企業会計　計

H30年度
決算額

合     計

H30年度
繰越額

（H30→R元）

R元年度
現計予算額

（当初～12月）

安心を共に支え合う暮らしの創生

創造的復興による
新たな広島県づくり

４つの柱

未来に挑戦する産業基盤の創生

その他（応急対策等）

一般会計　計

将来に向けた強靭なインフラの創生

７月豪雨災害対応（被災地域等）

防災・減災対策

新たな防災対策を支える人の創生
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（２）平成30年７月豪雨災害復興基金の活用状況 

（単位：百万円）

現計予算 ２月補正予算 現計予算 ２月補正予算

1,289 0 40 356 ▲ 95 1,069

  ※  R元年度現計予算の積立額の表記は0百万円であるが，予算額は86千円（利子）である。

  ※  R元年度2月補正予算の積立金の財源は，寄附金追加分が28百万円，H30→R元年度繰越分の執行不用見込額13百万円である。

取崩

R元年度

積立
H30年度末

残高

平成30年7月豪雨災害
復 興 基 金

基 金
R元年度末
残高見込

 ≪基金の活用事業≫ 

 ≪基金の状況≫ 

※ 百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。 

（単位：千円）

現計予算額 ２月補正額 累　計　額

13,487 ▲ 3,571 9,916
仮設住宅への入居世帯数が見込みを下回ったこと
による事業費の減

21,300 ― 21,300 ―

8,087 ― 8,087 ―

620 ▲ 542 78
市町からの派遣要請回数が見込みを下回ったことに
よる事業費の減

17,631 ▲ 13,639 3,992
児童生徒への精神的ケアに係るスクールカウンセ
ラーの派遣を要望する学校数が見込みを下回ったこ
とによる事業費の減

61,125 ▲ 17,752 43,373

113,771 ▲ 44,801 68,970
事業者からの補助申請の取下げや実際の申請額が
見込みを下回ったことによる事業費の減

14,000 ― 14,000 ―

45,000 ▲ 25,000 20,000
事業主からの助成金申請件数が見込みを下回った
ことによる事業費の減

172,771 ▲ 69,801 102,970

8,158 ― 8,158 ―

9,088 ▲ 819 8,269
研修を同日開催するなど事業の効率的執行による
事業費の減

104,646 ▲ 6,918 97,728
自主防災アドバイザーの派遣日程の調整など事業の
効率的執行による事業費の減

121,892 ▲ 7,737 114,155

　 355,788 ▲ 95,290 260,498

Ⅰ　生活の再建（被災者の方々の生活支援等に資する事業）

基　金　充　当　額

事　業　名 補　正　内　容

災害応急救助費

災害対策費

被災者支援こころのケアチーム運
営事業

こども支援チーム派遣

スクールカウンセラー活用事業

小　計

Ⅱ　生業の再建（被災地域の産業復興等に資する事業）

被災地域販路開拓支援補助事業

緊急時レジリエンス環境整備事業

建設技術者等緊急雇用助成事業

小　計

合　計

小　計

Ⅲ　今後の減災等に資する事業

公共交通ネットワーク情報提供・移
動活発化推進事業

災害医療体制確保事業

「広島県『みんなで減災』県民総ぐる
み運動」推進事業


